




High Expectations for Tourism: 






Japan was highly thought of “As Japan No.1” in the eighties of the last century, but 
everything went wrong from the nineties and now, at the starting point of the new 
century, the Japanese community and economy seem to be in steep decline. But a new 
star business is appearing. It is Tourism. This paper reviews some proposals based on 













たが、2003年 4月には 7,607円と 13年間で 5分の 1の水準にまで下げ、金融危機、頻発
する企業の大型倒産、上昇を続ける失業率、と経済情勢をめぐる不安要因には事欠かない。 
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（Tourism, Passport to Peace）」という標語を掲げたことに淵源があるように思われる。 
最近では、石森秀三国立民族学博物館教授らが、文明論的な立場から国家安全保障に対

























































（GDP）の 4.8%に相当する約 20 兆円の直接経済効果をもたらすほか、



























































































































































































































































































我が国の年次有給休暇消化率は 49.5%（2000 年の平均付与日数 18.0 日に対して平均取
得日数 8.9 日。）と国際的にみてもきわめて低い状況にある。（欧米では有給休暇は「完
全取得」が原則である。） 


















欧米に後れること 60数年にして漸く、我が国でも 2002年 6月、経済産業省と国土交通
省が共管する「休暇制度のあり方と経済社会への影響に関する調査研究委員会」が『休暇
改革は「コロンブスの卵」』と題する報告書を出して、現在の休暇制度のままでも有給休



































































































1 “Japan As No.1”（1979年、Ezra F. Vogel（著）、ハーバード大学出版） 
2 この稿を起こしている 2003年 11月現在、小泉総理大臣は就任以来 2年半を経過して、最近の総理
大臣の中では在任期間が長い方になったが、これはポピュリズムに乗ったいわゆる小泉人気のなせる
わざで、これをもって我が国の政情が安定して来たとは速断しかねる。 
3 第 154回国会における小泉内閣総理大臣施政方針演説（2002年 2月 4日） 
4 例えば、「関西国際空港シンポジウム in TOKYO」（2002年 10月 25日）、最近では六本木パレ
スホテルにおける早朝勉強会（2003年 10月 31日）など。 
5 早い時期のものでは、1996 年 9 月 24 日、日本総合研究所主催のセミナー「大交流時代のビジター
産業」における基調講演など。 
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